
資料１ 

条件不利地域におけるブロードバンド化促進のための調査研究会 

開催要綱(案) 

 

１ 名称 

本調査研究会は、｢条件不利地域におけるブロードバンド化促進のための調

査研究会｣(以下｢研究会｣という。)と称する。 

 

２ 目的 

本研究会は、沖縄県の名護市屋我地島、宮古島市大神島、島尻郡渡嘉敷村

前島及び宮古郡多良間村水納島における地域情報化促進のための現状把握と

今後の整備方針を検討し、いわゆる小規模離島地域における条件不利地域の

ブロードバンド化促進の解消策を探ることを目的とする。 

 

３ 調査研究事項 

 (1) 地域の通信基盤整備状況の把握 

 (2) 住民ニーズ、地域課題の把握(アンケート実施) 

 (3) 効果的な整備モデル等の検討(コストの算定を含む。) 

 (4) ブロードバンド化の実現に向けた課題の整理 

 (5) その他必要な事項 

 

４ 構成・運営 

 (1) 本研究会の構成員は、別紙により構成する。 

(2) 本研究会の事務局は、総務省沖縄総合通信事務所情報通信課に置き、運

営は総務省沖縄総合通信事務所が研究会の運営を委託する者がこれを支援

する。 

 (3) 本研究会には座長を置く。 

 (4) 座長は、本研究会の構成員の互選により定める。 

 (5) 座長は、本研究会を開催し主宰する。 

 (6) その他、運営に関する事項は研究会において定める。 

 

５ 設置期間 

平成２０年１０月８日から平成２１年１月３１日までとする。 

 

６ その他 

  必要に応じて構成員以外の企業・団体等の本研究会の出席を認めることと

する。 

以上 
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別紙 

 

｢条件不利地域におけるブロードバンド化促進のための調査研究会｣構成員 

 

五十音順・敬称略 

 

＜学識経験者＞ 

  波平 八郎  沖縄県立芸術大学 美術工芸学部 准教授 

  廣瀬 牧人  沖縄国際大学 産業情報学部 教授 

 

＜地方公共団体＞ 

  上地 栄作  宮古島市 企画政策部 情報政策課 主幹 

  大城 忠   沖縄県 企画部 情報政策課 地域情報通信班長 

  我喜屋 元作 渡嘉敷村 総務課長補佐 

  岸本 健   名護市 企画総務部 電子市役所推進室長 

  波平 敏一  多良間村 総務財政課長 

 

＜電気通信事業者等＞ 

  上原 信也  西日本電信電話株式会社 沖縄支店 法人営業部長 

  大森 康文  富士通株式会社 沖縄支店 支店長 

  大山 真澄  イー・モバイル株式会社 企画本部 無線企画部長 

  小田 和宣  宮古テレビ株式会社 常勤監査役 

  佐藤 和雄  沖縄セルラー電話株式会社 理事／技術部長 

  清水 久   社団法人情報通信設備協会 理事 

比嘉 良仁  日本電気株式会社 沖縄支店 セールスエキスパート 

 

＜国＞ 

  今井 盛   総務省 沖縄総合通信事務所 情報通信課長 


